
            

長崎県の雇用失業情勢（令和４年分）について 
 

 

令和４年１月から令和４年１２月の雇用失業情勢について、以下のとおり、取りまとめました。 

 

 

 

 

 

 

 
１ 有効求人倍率は、前年比 2年連続の上昇 
 
  令和 4年平均の有効求人倍率は 1.18 倍となり、前年を 0.12 ポイント上回った。 
  ○年間有効求人数は 321,534 人で、前年比 10.6％増加し、月平均 26,795 人。 
  ○年間有効求職者数は 272,255 人で、前年比 0.7％減少し、月平均 22,688 人。 
 
 
２ 新規求人倍率は、前年比 2年連続の上昇 
 

令和 4年平均の新規求人倍率は 1.79 倍となり、前年を 0.14 ポイント上回った。 
 
 
３ 新規求人数は、前年比で 2年連続の増加 
 
  年間新規求人数は 114,336 人で、前年比 8.3％増加し、月平均 9,528 人。 

主な産業別については、下表のとおり。 
 

主な産業 
令和３年 
新規求人数 

令和４年 
新規求人数 

前年比 

建設業 １１，０６４人 １１，０６５人 ０．０％ 

製造業 ８，４５２人 １０，００４人 １８．４％ 

運輸業・郵便業 ４，６５９人 ５，３６７人 １５．２％ 

卸売業・小売業 １３，０８２人 １４，２６４人 ９．０％ 

宿泊業・飲食サービス業 ５，５１６人 ７，３５９人 ３３．４％ 

生活関連サービス業・娯楽業 ３，１９３人 ３，８４８人 ２０．５％ 

医療・福祉 ３３，８６４人 ３６，２０７人 ６．９％ 

その他のサービス業（労働者派遣業、警備業等） １２，６２８人 １２，４２９人 ▲１．６％ 
 
 
４ 新規求職者数は、前年比で 12 年連続の減少 
 
  年間新規求職者数は、63,706 人で、前年比 0.7％減少し、月平均 5,309 人。 

【問い合わせ先】 

長崎労働局職業安定部 

  職業安定課長補佐  塩竃 順二 

電話 ０９５－８０１－００４０ 

 

○令和４年平均の有効求人倍率は１．１８倍で、前年と比べて０．１２ポイント上昇した。 

○令和４年平均の新規求人倍率は１．７９倍で、前年と比べて０．１４ポイント上昇した。 
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新規求人倍率及び有効求人倍率の推移（原数値）【年平均】

全国 長崎労働局 全国 長崎労働局

1963 S38 0.70 0.29 0.99 0.53

1964 39 0.80 0.39 1.12 0.59

1965 40 0.64 0.37 0.88 0.55

1966 41 0.74 0.35 1.04 0.63

1967 42 1.00 0.49 1.32 0.82

1968 43 1.12 0.52 1.36 0.80

1969 44 1.30 0.57 1.54 0.86

1970 45 1.41 0.63 1.61 0.92

1971 46 1.12 0.66 1.29 0.96

1972 47 1.16 0.66 1.51 1.07

1973 48 1.76 1.05 2.14 1.60

1974 49 1.20 0.89 1.40 1.24

1975 50 0.61 0.44 0.97 0.82

1976 51 0.64 0.41 1.02 0.84

1977 52 0.56 0.48 0.85 0.86

1978 53 0.56 0.39 0.91 0.80

1979 54 0.71 0.51 1.11 1.09

1980 55 0.75 0.58 1.07 1.07

1981 56 0.68 0.55 0.96 0.98

1982 57 0.61 0.49 0.87 0.90

1983 58 0.60 0.47 0.89 0.92

1984 59 0.65 0.44 0.96 0.84

1985 60 0.68 0.44 0.97 0.83

1986 61 0.62 0.43 0.91 0.78

1987 62 0.70 0.49 1.08 0.99

1988 63 1.01 0.74 1.53 1.26

1989 Ｈ元 1.25 0.90 1.85 1.37

1990 2 1.40 1.10 2.07 1.63

1991 3 1.40 1.21 2.05 1.73

1992 4 1.08 1.13 1.61 1.66

1993 5 0.76 0.80 1.20 1.25

1994 6 0.64 0.64 1.08 1.06

1995 7 0.63 0.61 1.06 1.03

1996 8 0.70 0.68 1.19 1.11

1997 9 0.72 0.64 1.20 1.05

1998 10 0.53 0.45 0.92 0.79

1999 11 0.48 0.37 0.87 0.70

2000 12 0.59 0.42 1.05 0.77

2001 13 0.59 0.43 1.01 0.77

2002 14 0.54 0.42 0.93 0.75

2003 15 0.64 0.49 1.07 0.85

2004 16 0.83 0.51 1.29 0.85

2005 17 0.95 0.58 1.46 0.96

2006 18 1.06 0.60 1.56 0.96

2007 19 1.04 0.62 1.52 0.95

2008 20 0.88 0.57 1.25 0.89

2009 21 0.47 0.41 0.79 0.70

2010 22 0.52 0.46 0.89 0.77

2011 23 0.65 0.57 1.05 0.93

2012 24 0.80 0.64 1.28 1.04

2013 25 0.93 0.73 1.46 1.14

2014 26 1.09 0.83 1.66 1.24

2015 27 1.20 0.97 1.80 1.41

2016 28 1.36 1.13 2.04 1.59

2017 29 1.50 1.18 2.24 1.66

2018 30 1.61 1.25 2.39 1.74

2019 Ｒ元 1.60 1.22 2.42 1.69

2020 Ｒ2 1.18 0.98 1.95 1.51

2021 Ｒ3 1.13 1.06 2.02 1.65

2022 Ｒ4 1.28 1.18 2.26 1.79

有効求人倍率
西暦 和暦

新規求人倍率
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平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年 令和4年

全国 0.93 1.09 1.20 1.36 1.50 1.61 1.60 1.18 1.13 1.28

長崎 0.73 0.83 0.97 1.13 1.18 1.25 1.22 0.98 1.06 1.18

全国 1.46 1.66 1.80 2.04 2.24 2.39 2.42 1.95 2.02 2.26

長崎 1.14 1.24 1.41 1.59 1.66 1.74 1.69 1.51 1.65 1.79

有効

新規

求人倍率

長崎県の雇用失業情勢（令和4年分）
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長崎県の雇用失業情勢（令和4年分）
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都 道 府 県 別 2022年 平 均 有 効 求 人 倍 率 
（新 規 学 卒 者 を 除 き パ ー ト タ イ ム を 含 む）

全国平均1.28倍

１．２８ 

0.89  

1.35  

1.43  

1.35  

1.41  

1.18  

1.34  

1.17  

1.19  

1.42  

1.51  

1.27  

1.52  

1.54  

1.52  

1.70  

1.51  

1.15  

1.23  

1.01  

1.23  

1.19  

1.09  

1.39  

1.37  

1.28  

1.64  

1.54  

1.40  

1.89  

1.59  

1.56  

1.57  

0.87  

1.49  

0.96  

1.03  

1.47  

1.17  

1.47  

1.42  

1.56  

1.51  

1.37  

1.34  

1.17  

1.13  

0.50 1.00 1.50 2.00

沖縄 

鹿児島 

宮崎 

大分 

熊本 

長崎 

佐賀 

福岡 

高知 

愛媛 

香川 

徳島 

山口 

広島 

岡山 

島根 

鳥取 

和歌山 

奈良 

兵庫 

大阪 

京都 

滋賀 

三重 

愛知 

静岡 

岐阜 

長野 

山梨 

福井 

石川 

富山 

新潟 

神奈川 

東京 

千葉 

埼玉 

群馬 

栃木 

茨城 

福島 

山形 

秋田 

宮城 

岩手 

青森 

北海道 

全国で上から３６番目 

     下から１２番目 

表３ 
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